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目的　国内で入手可能なデータを基に，過去10年間における妊娠の種類別多胎出生の動向について
詳細に分析した。

方法　厚生労働省が公表している人口動態統計と日本産科婦人科学会（日産婦）が公表している
ARTデータブック（ART：生殖補助医療）を分析に用いた。目的にかなった年齢階級別デー
タが入手できる2007年から2016年の値を分析（推定）に用いた。

　　　総多胎出生数＝自然妊娠多胎出生数＋不妊治療妊娠多胎出生数＝自然妊娠多胎出生数＋（一
般不妊治療妊娠多胎出生数＋ART妊娠多胎出生数）より　一般不妊治療妊娠多胎出生数＝総
多胎出生数－ART妊娠多胎出生数－自然妊娠多胎出生数　となる。自然妊娠多胎出生数の推
定に当たっては，自然の多胎出生数は30歳代後半までは母親の年齢（階級）とともに上昇し，
40歳以降で急減するという生物学的現象を用いた。1970年代は不妊治療の影響が非常に少ない
と考えられるので，1974年から1978年までの多胎妊娠を自然妊娠とみなし，この 5 年間の加重
平均を年齢階級別自然妊娠多胎出生割合の基準値とした。ART治療中の自然妊娠はないとみ
なし，あらかじめこれを除き，年ごとに（総出生数－ART出生数）×年齢階級別多胎出生割合　
により年齢階級別自然妊娠多胎出生数を推定した。日産婦が公表しているARTデータブック
の数値を基に，2007年から2016年（最新）までのARTによる年齢階級別総出生数と総多胎出
生数の推定を行った。

結果　全体的な傾向は以下のとおりであった。①自然妊娠の割合は，不妊治療妊娠の割合よりも多
く，2011年に最も高かった。②不妊治療妊娠では，一貫して一般不妊治療妊娠の割合がART
妊娠の割合を上回っていた。年齢階級別にみると，35歳以上に関しては，2007年を除いて自然
妊娠が最多であるが，その割合は現在横ばいであり，不妊治療ではART妊娠が一般不妊治療
妊娠を上回るとともに，2011年以降上昇傾向にあった。

結論　不妊治療による多胎出生割合はピークを過ぎたとはいえ，今なお多胎出生全体の半数近くに
迫っており重要な課題である。特に，35歳以上のARTによる妊娠の増加傾向が注目された。
正確な疫学的な記述を求めるのであればARTだけではなく一般不妊治療の登録も必須である
と思われた。

キーワード　多胎出生，自然妊娠，不妊治療妊娠，一般不妊治療妊娠，生殖補助医療，人口動態統計

Ⅰ　は　じ　め　に

　わが国における1980年代後半以降の不妊治療

の一般的な普及は多胎出生を増加させた1）-5）。
その結果，早産およびそれに伴う低出生体重
児は大幅に増加している3）。2017年の人口動態
統計によれば，多胎児の早産割合は51％（＝
9,669／19,041），低出生体重児割合は72％（＝
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13,637／19,041）である6）。主たる母子保健指
標（12週以降死産率，周産期死亡率＜22週以降
死産率及び早期新生児死亡率＞，乳児死亡率）
を単胎児と比較した場合，近年大幅な改善傾向
にあるものの，依然として 2 ～ 5 倍程度である7）。
　乳幼児期においても，単胎児と比較した場合
に高頻度で脳性麻痺8），乳児突然死症候群9）が
発生し，発育発達の遅れ10）を生じることが指摘
されている。また，正常範囲であっても身体発
育，運動発達，言語発達の遅れが指摘されてい
る11）-13）。さらに，多胎家庭では単胎家庭と比較
して虐待感情，虐待事例，虐待死事例が多いこ
とも明らかになっている7）14）15）。多胎家庭では
身体的・精神的・社会的負担が重責しており，
ハイリスクな状態にある7）。医療経済学的な側
面からも医療費に対する負荷が大きい16）17）。以
上のように，不妊治療の普及は挙児希望のカッ
プルには有効な手段であるが，不妊治療に伴う
多胎妊娠・出生の増加には医学的，社会的な課
題も山積している。
　多胎妊娠は自然妊娠と不妊治療妊娠に大別
できる。不妊治療は，生殖補助医療（ART：
Assisted Reproductive Technology）と一般不
妊治療（タイミング療法，ホルモン療法・排卵
誘発剤使用，人工受精など）に分類される18）-22）。
ARTに関してはその倫理的問題も踏まえてレ
ジストリーを完備している国が多い22）23）。そし
て，多胎妊娠予防の観点から近年，単一胚移植
（SET：Single Embryo Transfer）19）24）25）が広く
推奨されている。国内においても2008年に日本
産科婦人科学会が「生殖補助医療における多胎
妊娠防止に関する見解」の中で原則SETの方針
を打ち出している26）。一方，一般不妊治療はそ
の方法の範囲も広く，実態が把握されていない
のが現状である。今回の分析では，自然妊娠，
ART妊娠以外を一般不妊治療妊娠と定義づけ
ることにする。
　人口動態統計における多胎出生割合は2005年
をピークにその後数年間は大幅な減少を見せた
ものの，減少傾向は2011年までであり，近年で
は，横ばいからむしろ微増傾向にある7）。その
原因は，不妊治療および高齢妊娠における自然

の二卵性ふたごの増加だとする文献が多い22）。
しかし，特に国内で後者に関する明確なエビデ
ンスは少ない4）。妊娠の種類別にみた多胎出生
の分析は海外でも限定されている20）21）。
　前述した医学的・社会学的な課題は言わば多
胎出生増加に付随する問題である。本質的な議
論をするためには不妊治療現場での多胎妊娠予
防の在り方から検討すべきであることは明白で
ある。そのためには，客観的統計資料が必要で
あると考える。
　そこで本研究では国内で入手可能なデータを
基に，過去10年間における妊娠の種類別多胎出
生の動向について詳細に分析することを目的と
した。

Ⅱ　方　　　法

　厚生労働省が公表している人口動態統計と日
本産科婦人科学会（日産婦）が公表している
ARTデータブック27）（以下，ART統計）を分析
に用いた。目的にかなった年齢階級別データが
入手できる2007年から2016年の値を分析（推
定）に用いた。

（ １）　ARTによる年齢階級別総出生数と総多胎
出生数の推定

　人口動態統計から年齢階級別（19歳以下，20
～24歳，25～29歳，30～34歳，35～39歳，40歳
以上）の総出生数，総多胎出生数が得られる。
なお，人口動態統計では多胎のことを複産と呼
んでいるが本論文では多胎で統一する。
　ARTを実施する医療機関のほぼすべては日
産婦に所属する（法的な義務はない）。日産婦
では1985年以降ARTの質問紙調査による全国
集計を開始している。その回収割合は近年では
99％以上であり，ほぼ全国データといえる5）。
しかし，公表されているのは集計済みのART
統計であり，その内容は医学的な項目が中心で，
疫学的記述としては不完全である。従って，疫
学的な分析に利用するに当たっては多くの仮定
と推定が必要になる。多胎に関する出生数が初
めて公表されたのは1989年である（ただし，経
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年的な報告ではない）。母親の年齢に関する情
報は2007年以降であり，年によって項目が異な
るなど不十分な情報である。
　まず，ART統計における生産および出生の
定義を述べておく。「生産分娩数：多胎のうち
1 児でも生産したものは生産分娩とする，死産
分娩数：多胎のうちすべての児が死産したもの
とする，出生児数：上記の治療によって出生
（生産）した児の総数」28）。ここで上記の治療
とは「体外受精・胚移植等」のことである28）。
多胎においてはすべての児が出生の場合に出生
としてカウントされる。ふたごであれば 2 児と
も出生の場合に 2 児として報告される。 1 児で
も死産を含む場合には出生数統計には含まれな
い。従って，実際の出生数を少なく見積もるこ
とになる。
　このうちART統計の中で年齢階級別多胎出
生数の推定に利用できる変数は，総治療周期数，
生産率／総治療（集計後の少数点以下 1 桁の％
が公表），多胎率（集計後の少数点以下 2 桁
の％が公表）であり，これらの年齢別および全
体合計の値が公表されている。全体合計の総治
療周期数×（生産率／総治療）の式により出生
総数を算出できる。しかし，日産婦の報告28）に
あるART出生総数の公表値との間に無視しえ
ないずれがある。例えば，2016年ではART出
生総数（公表値）は54,110件であるが，計算式
から算出した全体合計の出生総数は447,790×
11.70％＝52,391件である。そこで，年齢ごと
に総治療周期数×（生産率／総治療）で出生数
を求めたうえで合計を算出する。その合計は
52,547件である。年齢階級別に算出した出生数
の合計と全体合計からの出生総数の差は百分率
を集計する際のまるめの誤差であり，ART出
生総数（公表値）と出生総数（推定値）の差は
データの不備（欠損値）によると思われる。ま
るめの誤差はランダムであるとみなし，年齢階
級別の推定出生数割合（各年齢階級で算出した
出生数／算出した出生数の合計）にART出生
総数（公表値）を乗じて求めた値を年齢階級別
出生数推定値とした。
　多胎に関して，公表されている出生総数と比

較してみると，多胎率とは「胎嚢当たり多胎
率」と思われるので，出生をすべてふたごと仮
定し，年齢階級ごとに算出した出生数×多胎率
× 2 で多胎出生数を推定した。年齢階級別の推
定多胎出生数割合にART多胎出生数（公表値）
を乗じて求めた値を年齢階級別多胎出生数推定
値とした。年によって若干の差はあるが，以上
の方法で2007年から2016年（最新）までのART
による年齢階級別総出生数と総多胎出生数の推
定を行った。2007年と2009年は年齢（階級）別
総治療周期数のデータが公表されていないので，
2010年と2008年の直線回帰を基にした補間値の
年齢階級別推定出生数割合で代用した。

（ ２）　年齢階級別自然妊娠多胎出生数と一般不
妊治療妊娠多胎出生数の推定

　総多胎
出生数＝ 自然妊娠

多胎出生数＋不妊治療妊娠
多胎出生数

＝ 自然妊娠
多胎出生数＋（ 一般不妊

治療妊娠
多胎出生数

＋ ART妊娠
多胎出生数）

より　一般不妊治療妊娠多胎出生数

＝総多胎
出生数－ ART妊娠

多胎出生数－ 自然妊娠
多胎出生数　となる。

　自然妊娠多胎出生数の推定に当たっては，
自然の多胎出生数は30歳代後半までは母親の年
齢（階級）とともに上昇し，40歳以降で急減す
る29）-31）というよく知られた生物学的現象を用い
た。わが国においては1975年に排卵誘発剤が健
康保険適用になるが，体外受精が本格化するの
は1980年代後半に入ってからである2）。1970年
代は不妊治療の影響が非常に少ないと考えられ
るので，1974年から1978年までの多胎妊娠を自
然妊娠とみなし，この 5 年間の加重平均を年齢
階級別自然妊娠多胎出生割合の基準値とした。
　ART治療中の自然妊娠はないとみなし，あ
らかじめこれを除き，年ごとに，（総出生数－
ART出生数）×年齢階級別多胎出生割合　によ
り年齢階級別自然妊娠多胎出生数を推定した。
　人口動態統計とART統計で20歳の階級区分
が異なる（人口動態統計では20歳未満，ART
統計では20歳以下）ので，24歳以下として一括
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して処理した。また，先行研究4）より40歳以上
では症例数が少なく結果が不安定になるので
35歳以上を一括して扱った。後述するように，
ARTにおけるSETの例外規定も35歳以上が適
応の一つになっている26）。

（ ３）　倫理的配慮
　本研究は，個人が特定されない既存の集計済
み統計データを活用した研究であるので，特に
倫理的問題はないと考える。

Ⅲ　結　　　果

　図 １に基準値（1974～1978年の平均値）の年
齢階級別多胎出生割合を示す。ここでは，35～
39歳と40歳以上の妊孕力の生物学的相違を加味
して両者を階級分けしている。実際に確認する
と，出生1,000対の多胎出生割合は，24歳以下，
25～29歳，30～34歳，35～39歳，40歳以上でそ
れぞれ10.065，11.283，12.271，12.604，10.700
となり，39歳以下までほぼ直線的な増加を示し，
40歳以上で急減した。上に凸な部分の 3 次関数
近似で適合度はＲ2＝0.996とほぼ完全な当ては
まりを見せた。従って，以降の分析が問題なく
実施できると判断できた。
　表 １に妊娠の種類別にみた多胎出生数の推定
結果を示す。表 ２に妊娠の種類別にみた多胎出
生数の割合の推定結果を示す（多胎出生全体が
100％である）。表 ２を基に過去10年間における
妊娠の種類別多胎出生に関する主要な結果を示
すと以下のとおりである。

（ １）　全体的な傾向
　自然妊娠の割合は，不妊治療妊娠の割合より
も多く，2011年に最も高かった（60.96％）。
　不妊治療妊娠では，一貫して一般不妊治療妊
娠の割合がART妊娠の割合を上回っていた。

（ ２）�　妊娠の種類別にみた
特徴

　自然妊娠に関しては，一
貫して30～34歳が最多で
あった。近年35歳以上が25
～29歳よりもわずかに多く
なっていた。
　一般不妊治療妊娠に関し
ては，一貫して30～34歳が
最多であったが，2007年か
ら2010年にかけて急減した。
　ART妊娠に関しては，
一貫して35歳以上が最多で
あり2008年以降増加傾向を

表 1　妊娠の種類別にみた多胎出生数の推定値
2007年 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

多胎総数 24 081 22 359 20 894 20 201 19 619 20 067 20 006 19 488 19 466 19 364
自然妊娠
　合計 12 526 12 525 12 233 12 234 11 959 11 748 11 615 11 254 11 245 10 870
　　24歳以下 1 423 1 410 1 322 1 252 1 180 1 092 1 048 1 002 969 937
　　25～29歳 3 636 3 563 3 446 3 437 3 361 3 269 3 158 2 986 2 920 2 787
　　30～34歳 4 973 4 867 4 660 4 594 4 453 4 365 4 326 4 234 4 288 4 151
　　35歳以上 2 494 2 685 2 805 2 951 2 965 3 022 3 083 3 032 3 068 2 995
一般不妊治療妊娠
　合計 7 641 7 164 5 934 5 165 4 958 5 217 5 406 5 200 5 031 5 018
　　24歳以下 286 390 458 270 213 234 275 187 183 172
　　25～29歳 2 009 1 654 1 477 1 266 1 278 1 298 1 226 1 217 1 171 1 187
　　30～34歳 3 919 3 420 2 686 2 172 2 205 2 206 2 181 2 085 1 989 2 018
　　35歳以上 1 427 1 700 1 313 1 457 1 262 1 479 1 724 1 711 1 688 1 641
ART妊娠
　合計 3 914 2 670 2 727 2 802 2 702 3 102 2 985 3 034 3 190 3 476
　　24歳以下 13 9 9 9 9 10 10 10 10 11
　　25～29歳 248 170 173 178 172 197 190 193 203 221
　　30～34歳 1 090 743 759 780 752 864 831 845 888 968
　　35歳以上 2 563 1 748 1 786 1 835 1 769 2 031 1 954 1 986 2 089 2 276
注　1）　多胎総数は人口動態統計による確定値，ART妊娠による出生総数はART統計データから

の集計による確定値である
　　2）　ART：生殖補助医療
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続けていた。

（ ３）　年齢階級別にみた特徴
　35歳以上に関しては，
2007年を除いて自然妊娠が
最多であるが，その割合は
現在横ばいであった。不妊
治療ではART妊娠が一般
不妊治療妊娠を上回るとと
もに，2011年以降上昇傾向
にあった。
　自然妊娠と不妊治療妊娠
全体を比較した場合，多胎
出生全体に与える影響は，
30～34歳の自然妊娠が20％
以上で最多であったが，近
年35歳以上の不妊治療妊娠
が一貫して増加傾向にあり
現在20％を超えていた。35歳以上および25～29
歳の自然妊娠，30～34歳の不妊治療妊娠は，近
年15％前後を推移しほぼ同じような割合であっ
た。

Ⅳ　考　　　察

　今回の分析手法は多胎児に限ったものであり，
単胎児では自然妊娠出生数の推定は（従って，
一般不妊治療妊娠出生数の推定も）不可能であ
る。結果を考察する上での制限を予め述べてお
く。今回の推定では多くの仮定を用いている。
これはデータそのものの不完全さに依存する。
この推定方法の本質的な制限は以下のとおりで
ある。多胎出生全体からART妊娠出生を除き，
ART以外の出生数に年齢階級別多胎出生割合
を乗じて自然妊娠数を推定した点である。この
場合，ART以外の出生数の中には既に一般不
妊治療妊娠も含まれる。従って，得られた推定
値は自然妊娠数を過大に見積もることになる。
逆に言えば，一般不妊治療妊娠は過少評価され
ている。この制限に関する議論は既になされて
いる20）32）33）のでここでは立ち入らない。結論と
して，この推定法によっても十分な精度が保た

れるとされている。自然妊娠数を過大評価して
いる点を踏まえると，実際には自然妊娠の数と
不妊治療妊娠の数はかなり拮抗していると考え
られる。
　一般不妊治療が登録対象となっていれば，妊
娠の種類別多胎出生数を直接把握できるので，
今回の様な煩雑な推定も不要になる。しかし，
一般不妊治療妊娠が登録されていない以上，そ
の数は推定する以外にない。若干の誤差は許容
したうえでデータを解釈する方が有益であると
考える。今回の集計結果を基にすれば様々な知
見が見いだせる。一般不妊治療は，その範囲が
広く登録が困難な側面もある。現実問題として
一般不妊治療中の自然妊娠はまれではないので，
その境界は不鮮明な部分がある。
　これまでに，妊娠の種類別に多胎出産・出生
を分析した報告は散見される18）-22）が，年齢階級
を加味したものはみられない。また，多卵性多
胎（主に二卵性ふたご）の頻度に大きな人種差
が存在する30）という生物学的な理由により，国
ごとに自然多胎妊娠（ないし出生）を単純に比
較することは難しい（日本の自然多胎出生割合
は世界でも最小の 1 つである）。同じ国でも，
不妊治療に対する考え方や晩婚化と初産年齢の

表 2　妊娠の種類別にみた多胎出生数の割合の推定値
2007年 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

自然妊娠
　合計 52.02 56.02 58.55 60.56 60.96 58.54 58.06 57.75 57.77 56.14
　　24歳以下 5.91 6.30 6.33 6.20 6.02 5.44 5.24 5.14 4.98 4.84
　　25～29歳 15.10 15.94 16.49 17.01 17.13 16.29 15.79 15.32 15.00 14.39
　　30～34歳 20.65 21.77 22.30 22.74 22.70 21.75 21.62 21.73 22.03 21.44
　　35歳以上 10.36 12.01 13.43 14.61 15.11 15.06 15.41 15.56 15.76 15.47
不妊治療妊娠
　合計 47.98 43.98 41.45 39.44 39.04 41.46 41.94 42.25 42.23 43.86
　　24歳以下 1.24 1.78 2.23 1.39 1.13 1.22 1.42 1.01 0.99 0.95
　　25～29歳 9.37 8.16 7.90 7.15 7.39 7.45 7.08 7.23 7.06 7.27
　　30～34歳 20.80 18.62 16.49 14.61 15.07 15.30 15.05 15.04 14.78 15.42
　　35歳以上 16.57 15.42 14.83 16.29 15.45 17.49 18.39 18.97 19.40 20.22
一般不妊治療妊娠
　合計 31.73 32.04 28.40 25.57 25.27 26.00 27.02 26.68 25.85 25.91
　　24歳以下 1.19 1.74 2.19 1.34 1.08 1.17 1.37 0.96 0.94 0.89
　　25～29歳 8.34 7.40 7.07 6.27 6.52 6.47 6.13 6.24 6.02 6.13
　　30～34歳 16.27 15.30 12.86 10.75 11.24 10.99 10.90 10.70 10.22 10.42
　　35歳以上 5.93 7.60 6.28 7.21 6.43 7.37 8.62 8.78 8.67 8.47
ART妊娠
　合計 16.25 11.94 13.05 13.87 13.77 15.46 14.92 15.57 16.38 17.95
　　24歳以下 0.05 0.04 0.04 0.05 0.05 0.05 0.05 0.05 0.05 0.06
　　25～29歳 1.03 0.76 0.83 0.88 0.87 0.98 0.95 0.99 1.04 1.14
　　30～34歳 4.53 3.32 3.63 3.86 3.83 4.31 4.15 4.34 4.56 5.00
　　35歳以上 10.64 7.82 8.55 9.08 9.02 10.12 9.77 10.19 10.73 11.75
注　1）　多胎出生全体が100％になる
　　2）　不妊治療妊娠は一般不妊治療妊娠とART妊娠の合計である
　　3）　ART：生殖補助医療
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上昇などの理由があり長期的な動向の推測は難
しい。長期的には，35歳以上の高齢妊婦による
自然の多胎出生は間違いなく増加しているが，
現在は平衡状態に近い。一方，35歳以上の不妊
治療妊娠，特にART妊娠は一時減少したにも
かかわらず再び増加している。これはARTに
おけるSETの原則の例外，すなわち，『生殖補
助医療における多胎妊娠防止に関する見解』に
おいて「ただし，35歳以上の女性，または 2 回
以上続けて妊娠不成立であった女性などについ
ては， 2 胚移植を許容する」26）としたものによ
ると推定できる。
　ここで注意すべきことは，国内においては
SETの普及によって，ARTにおける妊娠当た
りの多胎割合は減少しているということであ
る25）。ART妊娠に占めるSET妊娠の割合が増
加すると，多胎妊娠の割合は直線的に激減した
が，近年SETの実施割合が鈍化している。2016
年のART統計を基に算出すると，ART妊娠に
占めるSET妊娠の割合は85％であり，ARTに
おける多胎児の出生割合（組の児すべてが出
生）はおよそ 6 ％である。
　一般に不妊カップルにとっては多胎（特にふ
たご）であっても挙児を希望する傾向が強いと
する報告は海外には多数存在する34）。国内にお
いても著者の調査においてこの傾向が強く認め
られている（未発表）。挙児希望に関して著者
が2010年に多胎児の母親773人に試みた調査で
は，多胎妊娠を希望した母親の割合は自然妊娠
群（ｎ＝418）で19％，一般不妊治療妊娠群
（ｎ＝123）で19％である一方，ART妊娠群
（ｎ＝232）では43％と有意に高率となってい
た。自然妊娠の中に一般不妊治療妊娠が含まれ
ている可能性は否定できないが，この結果は，
今回の結果とも符合する。日産婦の例外規程と
不妊カップルの希望を考えると問題は非常に複
雑であり，より総合的な議論が待たれる。

Ⅴ　お　わ　り　に

　不妊治療による多胎出生割合はピークを過ぎ
たとはいえ，今なお多胎出生全体の半数近くに

迫り重要な課題である。特に，35歳以上のART
による妊娠の増加傾向が注目された。正確な疫
学的な記述を求めるのであれば，ARTだけでは
なく一般不妊治療の登録も必須であると思われ
た。DOHaD（Developmental Origins of 
Health and Disease）仮説によれば多胎妊娠増
加に伴う低出生体重児の増加は，今後の非感染
性疾患（NCD）を増加させることにもつなが
りうる喫緊の公衆衛生学的課題といえる。
　以上とは別に，不妊治療の現場において多胎
妊娠の可能性，周産期リスクの上昇，その後の
多胎家庭における様々な育児困難リスクの上昇
に対するカウンセリングがどの程度行われてい
るのかも議論の対象にすべきである。
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